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未来社会を支えるスマート化技術

2015年

未来社会

あるべき
未来社会

・エネルギー不足
・水不足
・地球温暖化
・都市過密化
・インフラ偏在
・生活水準格差

安全・安心・便利
誰にでも優しく
持続可能な社会

2050年

現在

スマート化

・人口増加
・高齢化
・都市集住
・社会インフラ老朽化

現在，人口増加や高齢化，都市への集住が進んでおり，延長上の未来にはエネルギーや水資源の不足，エネルギー消費増大による地球の温暖
化，都市の過密化による利便性や快適性の低下，社会インフラ老朽化による維持コストの増大や偏在化，これらによる生活水準の格差といった
課題が考えられる。当社はスマート化技術を開発し，より効率良く社会インフラを運用することで安全・安心・便利で持続可能なあるべき未来
社会の実現に貢献していく。

スマート化技術による未来社会の実現

＊先端技術総合研究所 主管技師長
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要　旨

社会のあるべき姿として，安全・安心な社会，利便性を

高めつつ環境負荷が少なく持続可能な社会を目指して多く

の取組みが行われている。2050年には世界の人口は約90億

人へと増加する一方，労働人口比率は減少し，都市への集

住が進むと予想されている。未来社会で，世界全体にあま

ねくあるべき姿を実現するためには，より高い生活水準をよ

り少ない資源とより低いコストで達成することが必要となる。

このために，効率よく様々な資源を使うことや，現状で

人間の知識や経験任せになっている様々なシステムの運用

や制御等の活動をより確実にたゆまず行える仕組みに変え

ていくことが必要と考える。

これらを達成するために，情報通信技術を基盤として，

従来局所的に行われていた最適化の範囲を拡大し，様々な

ものが自ら又は他のものと連携してより良い方向に向かっ

ていくスマート化の仕組みを構築することが効率を向上さ

せ，なおかつ利便性を提供する第一歩となる。

現在，三菱電機は，エネルギーや水といった資源の分野，

交通システムや生産システムといった社会活動の手段，地

域やビル，住宅といった社会活動の場についてスマート化

に向けた取組みを行っている。また，これを効率よく実現

するためのプラットフォームについても準備し，これらを

通じてよりよい未来社会の実現に貢献していく。
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1．ま え が き

社会のあるべき姿として，安全・安心な社会，利便性を

高めつつ環境負荷が少なく持続可能な社会を目指して多く

の取組みが行われている。

あるべき姿を実現するためには，より高い生活水準をよ

り少ない資源とより低いコストで達成することが必要とな

る。効率良く物やエネルギー，時間といった様々な資源を

使うこと，現状，人間の知識や経験任せになっているシス

テムの運用や制御といった社会を維持するための活動をよ

り効率的で確実にたゆまず実施する仕組みに変えていくこ

とが必要となる。

これらを提供するために，情報通信技術を基盤とし，従

来局所的に行われてきた最適化の範囲を広げること，さら

には様々なものが自ら，又は他と連携して自律的に最適化

を行う仕組みを構築することが効率を向上させ，よりよい

未来社会を実現する基礎になると考える。

2．未 来 社 会

2050年に向けて世界の人口は2010年の約70億人から約90億

人へと増加し，それとともに高齢化が進展して世界全体で

は65歳以上の人口比率が８％から16％へと倍増して高齢社

会となり，労働人口比率は減少すると予想されている（1）。

また，都市への集住が進み，全人口の約66％が都市に住む

とされている。

多くの人が水，エネルギー，通信，医療等の社会インフ

ラの恩恵を受けると予想される一方，富める地域と貧しい

地域があることは，依然として大きく解消されることはな

いと考える。現在からの延長では，全ての国が先進国並み

に資源やエネルギーを消費することは難しいと考えられて

おり，あるべき社会を全世界に実現することを目標にする

のであれば，現在の生活水準をより少ない資源，エネルギ

ーで提供することがその第一歩となる。

例えば社会の基本的なインフラであるエネルギーについ

て見てみると，2012年時点では，先進国を中心とするOECD

（Organisation for Economic Co－operation and Develop-

ment）加盟国の約12億人（世界人口の17％）が世界全体のエ

ネルギーの約44％を消費している（図１）（2）。仮に，現状

の下で発展途上国が先進国並みの生活水準を得ようとする

場合，世界全体では４倍以上のエネルギーが消費される。

2050年には90億人程度に人口が増加するとされているため，

現状の5.5倍のエネルギー消費になる。このため，エネル

ギー分野で，あるべき社会を実現し，社会全体でその恩恵

を得るためには，更なる効率化を図り，より賢くエネルギ

ーを使う必要がある。

また，水資源については，河川や湖沼等の地表にあって

人間が利用しやすい淡水は14万km3あるとされ，世界全体

を見ると，全ての人に行きわたるのに十分なだけの水量が

存在しているが，国・地域によって水資源の分配に大きな

差がある。一人当たりの水資源量は，国・地域によって

1,000倍以上の差異（図２）があり，世界の1/5の人は継続的

に安全な水を入手できていない。

2050年に向け，水需要は，現在より55％増加すると予想

され，世界人口の40％が水ストレスのある地域に住むこと

になる可能性がある（3）。水資源の問題に対して統合水資源

管理（IWRM）として，水資源のより効率的な使用のため，

上下水道，農業用水，工業用水，環境のための水など様々

な用途を統合的に考慮し，政府，民間，住民等あらゆるレ

ベルで水資源管理を行うことが提唱されている。

このような事情はエネルギーや水といった基本的な資源

のみならず，これらを使用して建設・維持される鉄道や道

路などの交通ネットワーク，住居やビル等の設備，教育・

医療・防災などのサービスなどでも同様であり，世界全体

にあるべき姿を実現するためには資源利用を始めとする社

会活動の効率化と低コスト化が必要となる。

3．社会と技術の変遷

人間の歴史では，農耕によって計画的な食糧生産が可能

となり，生産性の向上による人口の増加と更なる生産力の

向上，定住による集団，組織の大規模化と知識の集積によっ
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図１．世界の地域別エネルギー消費の推移

出典：経済産業省：エネルギー白書2014
toe：tonne of oil equivalent(原油換算トン)

図２．世界各国の一人当たり年降水量と水資源量

出典：国土交通省：国際的な水資源問題への対応
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て生活水準の向上がなされてきた。工業化の進展によって付

加価値生産が空間的に集約されて都市化が進展するとともに，

都市や工業生産手段には社会的な資本が蓄積され，生産活動

の効率向上によって更に生活が改善されることとなった。

現在，情報化が進展しており，様々な物理現象や人間の

活動状況が可視化，可測化されることによって，問題点や

課題の発見，それに対する解決策として効率化や改善が可

能となってきている。このような社会では，従来，モノに則

していた活動の多くが情報によって置きかえられると考える。

例えば製造分野では製造プロセスが情報化することに

よって，熟練技術者がいなくても一定水準のものづくりが

可能となり，開発の迅速化や品質確保に寄与する（表１）（4）。

また，3Dプリンターのように設計情報から比較的簡便

に形を生成する機器が登場したことで，従来大規模な生産

設備によって生産され，物流システムで消費者に届けられ

ていた製品や交換部品，消耗品が設計情報に置き換わり，

必要とされる所の近傍で生産されるようになる可能性があ

る。このように生産拠点が集中から分散に変化することに

よって物流コストが削減される。

また，あらゆる機器がネットワークに接続されることに

よって，従来，機器に組み込まれて作用していた計測や制

御，情報の提示等の機能は機器を離れ，情報としてネット

ワークを介して収集，供給されるようになる。従来機器内

にとどまっていた計測や制御といった情報や，生産設備に

蓄積されていた設計や生産に関わるデータ，機器の動作そ

のものに関するデータを広く収集，蓄積することが可能と

なり，この大量のデータ（ビッグデータ）を資源として分

析・活用することによって更なる利便性の向上や効率の向

上が可能となる（図３）（5）。

このような基盤の上に資源やエネルギーの効率的な利用

と低コスト化がなされるとともに，従来人間が介在して連

携していた分野同士が人を介在せず相互に連携し，更に効

率的で強固な社会システムが構築されることによって，よ

りスマートな未来社会が実現される。

4．スマート化技術

幾つかの分野についてスマート化の事例を示す。全世界

の全ての人にあるべき社会を提供するには社会全体で長期

の取組みが必要であるが，それを実現する一歩として取組

みが始められているものである。

資源を提供する側としてエネルギーと水を，これを消費

して高い生活レベルを提供する分野として交通システムと

生産システム，地域・ビル・住宅をあげる。また，未来社

会を支える基盤的な技術として社会インフラの維持管理と

ICT（Information and Communication Technology）の基盤

技術，標準化に関する活動状況をあげる。

4. 1 エネルギー

国内で，動力や熱源として利用されるエネルギーは2012年

時点で43％が電力の形で利用されている（図４）（6）。全世界

では2050年に向けて主に新興国を中心とする利用拡大が見

込まれる一方，2011年時点の一次エネルギーとしては石炭，

石油，天然ガス等の化石燃料が82％を占めており，CO2排

出の抑制も急務とされている（図５）（2）。これを達成する

ために，コンバインドサイクル等による発電の効率化，

風力，太陽光等の再生可能エネルギーの利用拡大，送配電

の効率化が進められている。

4. 2 水

水資源は世界全体で偏在しており，2001年に国連でミレ

ニアム開発として“2015年までに安全な飲料水を継続して

利用できない人口の割合を半減する”との目標が立てられ，

ほぼ達成したとされているが，2010年でも基礎的衛生施設

（トイレ）を継続的に利用できない人口の割合は37％程度あ

るとされ，2050年に向けては更なる需要が見込まれる（図

６）。効率的な利用と安全な水の普及のため，従来一般的

であった一過型の水処理システムに代えて，再利用を可能

とする水処理技術が必要とされている。

4. 3 交通システム

人口の増大と都市への集住が進むことによって，都市と

地方の交通事情の差が拡大すると予想され，公共交通シス

テムは大きく都市間と都市内に分けて進展すると考えられる。

都市間交通では大量輸送向けで環境負荷が少ないとされる鉄
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表１．製造プロセスのデジタル化

出典：経済産業省：ものづくり白書

図３．ビッグデータ分析

出典：総務省：情報通信白書
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道が主になる。都市内交通では，都市内の移動を面的に提供

するとともに，軽便な輸送を低コストで実現する必要がある。

主な都市間交通手段としての鉄道は，自動車等の移動手

段に比べて輸送単位あたりの消費エネルギーが少なく，輸

送容量も確保できる利点がある。公共交通システム全体と

して考えた場合，都市内交通との連携による利便性の向上

が課題である。

将来の都市への集住によって，地方では輸送人員が減少

することによって公共交通が縮小し，自動車やLRT

（Light Rail Transit）のように軽便な交通機関やパーソナ

ルモビリティが普及する。一方，世界に先だって高齢化の

進む日本国内では，交通事故死傷者の約50％が65歳以上の

高齢者であり，人口10万人当たりの死傷者数も他の年齢層

の2.5倍以上と際立って高い（7）。モータリゼーションの進

む地方での高齢化率は都市圏よりも高いことから，人的要

素によらずに安全を実現する技術が望まれる。

4. 4 生産システム

生産システムでは，従来，比較的大規模な生産設備を用

いて集中的に大量生産することによって低コストで均質な

製品が供給されてきたが，より快適，便利な生活に向けて

人々の求める製品が多様化するようになってきた。また，

市場のグローバル化によって地域ごとに異なる要求にも応

えることが求められている。

設計データの情報化と3Dプリンター等によって，小規

模生産のコストが低減され，分散化された小規模生産設備

による少量生産が可能となってきた。これによって，人々

の嗜好（しこう）に沿ったカスタマイズや地域に応じたカス

タマイズが可能になるとともに，物流コストやエネルギー

の低減が可能となる。

4. 5 地域・ビル・住宅

地域，ビル，住宅などの民生分野は日常多くの時間を費

やす社会生活の主な場であり，より少ないエネルギーでよ

り多くの利便性の提供が求められる。2013年度の日本国内

の例では，民生分野におけるエネルギー消費は約1/3を占

め，その約半分が電力とされている（6）。地域，ビルではエ

ネルギーをより効率的に利用する技術を開発している。集

住が進む都市で，複雑な構造をとる地域内・ビル内での移

動の支援やセキュリティの提供は利便性を向上させるため

に必要な機能であり，人の位置情報を利用したスマートな

サービスの実現が必要と考える。

また，予想される高齢社会で，住宅での利便性や安全性

は生活レベルの向上を実現するための大きな要素であると

ともに，住宅は人に対してセンシングや情報提供を行い，

健康的で快適な生活を提供するもっとも身近な場でもあり，

これを実現するネットワークやプラットフォームも基盤と

して準備が必要となる。

4. 6 社会インフラの維持管理

電力や水，交通といったインフラは，社会資本として経

済活動に大きな影響を及ぼす。一方，建設後の時間経過に

よって老朽化が進行することは避けられず，既にインフラ

の普及が進んでいるOECD諸国では，今後，維持管理・更

新費用の増大が見込まれる。日本の例では，維持管理・更

新費用が増大することによって2011年度から2060年度まで

の50年間に必要な更新の1/6が実施できないと試算されて

いる（図７）（8）。これを受け，老朽化したインフラを効率

的に更新することを目的に，老朽化の程度や保守のための
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図４．国内の一次エネルギーに占める電力の割合
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図５．世界の一次エネルギー別消費推移

出典：経済産業省：エネルギー白書2014

図６．世界の水需要の逼迫（ひっぱく）

出典：国土交通省：国際的な水資源問題への対応
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コストを把握し，適切な計画に基づき計画的に補修・更新

することが求められている。

4. 7 ICTの基盤技術と標準化

あるべき社会を実現するために，スマート化の技術を開

発するとともに，信頼性の高いシステムを迅速に社会に届

けることを可能とする，システム構築のためのプラット

フォームが必要となる。エネルギー管理やデータ分析など

の機能を部品とし，省エネルギーや利便性をサービスとし

て提供する，小規模コミュニティ向けのプラットフォーム

が提供され始めている。

また，未来社会で様々な機器やシステムを連携させて安

全・安心や快適性を実現するためには，相互に情報交換を

行い，全体として１つのシステムとして振る舞うための全

体アーキテクチャや連携のためのルールが必要となる。こ

のための取組みとしてスマートコミュニティ，スマートシ

ティにおける国際標準化活動が進められている。

5．む　す　び

安全，安心で高い利便性と少ない環境負荷による持続可

能な社会を実現することを目的に，最小限の資源消費で気

のきいた機能の実現をめざし，様々な機器をよりスマート

にする技術を提供していく。情報通信技術を基盤として，

従来局所的に行われてきた最適化の範囲を広げ，様々なも

のをより効率よく制御していくこと，さらには様々なもの

が自ら，又は他と連携してより良い方向に向かっていくス

マート化の技術を開発していくことで，持続可能で快適な

未来社会を実現する基礎になると考える。
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図７．従来の維持管理・更新をした場合の費用推計

出典：国土交通省：国土交通白書

(注)　推計方法について
　国土交通省所管の8分野(道路，港湾，空港，公共賃貸住宅，下水道，都市公園，治水，海岸)の直轄・補助・地単事業を対象に，2011年度以降につき次のような設定を行い推計。
　・更新費は，耐用年数を経過した後，同一機能で更新すると仮定し，当初新設費を基準に更新費の実態を踏まえて設定。耐用年数は，税法上の耐用年数を示す財務省令を基に，
　　それぞれの施設の更新の実態を踏まえて設定。
　・維持管理費は，社会資本のストック額との相関に基づき推計(なお，更新費・維持管理費は，近年のコスト縮減の取組み実績を反映)。
　・災害復旧費は，過去の年平均値を設定。
　・新設(充当可能)費は，投資総額から維持管理費，更新費，災害復旧費を差し引いた額であり，新設需要を示したものではない。
　・用地費・補償費を含まない。各高速道路会社等の独法等を含まない。なお，今後の予算の推移，技術的知見の蓄積等の要因により推計結果は変動しうる。
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